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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文では，運河事業を輸送手段としてのみ把握する従来型の研究方法と決別し，多目的な水資源
開発（輸送開発，水力事業，都市衛生，治水事業）として把握している。そして，4 つの水資源をめ
ぐる諸利害が工業化の発展段階におうじて対抗と調整を繰り返しながら各主体の役割を規定した点
を重視しつつ，これらの対抗関係が，経済的にも社会的にもコンセンサスの形成に失敗し，結局のと
ころ，妥協の産物としてニューディール連邦治水法へと終息していく歴史的経緯を考察する。それは，
1830 年代の工業化の時代から 20 世紀初頭までの 1 世紀にわたる，輸送政策・水力政策・都市政策・
治水政策の構造的問題，および河川開発にかんする意識およびイデオロギーの変化を問うている。 
このような分析視角を従来の研究潮流に位置づければ，本論文の独自性は，工業化によって政府介
入が衰退し民営化していくという単線的な歴史観を相対化し，アメリカの河川開発をめぐる公益性の
変容という観点から運河史を把握した点にあるといえよう。河川開発の公益性は，工業化の時代，独
占期，そしてニューディール期にかけて刻々と変化しうるのである。中西部の水資源史は，まさにア
メリカの民主的河川開発を考察する格好の分析対象である。 
「運河の時代」において，河川開発をめぐる公共の利益は，州政府の経済介入を正当化する論拠と
して初めて登場し，独占企業から中小零細の個人事業主を保護しつつ域内輸送開発を通じて，あらゆ
る産業を緊密に結びつける理念として把握されていた。ところが，過度の分権的な河川開発は，地域
振興主義に陥りやすく，莫大な財政負担を各州政府に課した結果，債務危機によって破綻してしまう。
そこで，新たな公益の枠組みがニューヨーク，ロンドンの個人投資家ならびに専門の土木技師によっ
て形成されていく。それは，移住者保護と競争的な運河経営を両立させたトラスト型民営運河へと結
実していく。 
このような運河事業は，その後，シカゴ市の経済成長にともない，汚水処理をめぐる都市と近隣地
域の対立を引き起こした。水資源をめぐる州内の政治問題を調整したのが，民主的管理を原則に運営
されるシカゴ衛生区であった。シカゴ市の汚水処理事業は，都市部への発電用水力供給，ならびにメ
キシコ湾への一大河川輸送網，そして連邦の軍事路を兼ね備えた多目的な河川開発へと再編された。
だが，シカゴ衛生区の汚水処理事業は，汚水希釈用の水を河川下流域に流したため，洪水被害や水質
汚染を引き起こし，都市と農村の対立を引き起こしてしまう。その結果，今度は新たな公益の枠組み
がニューディール連邦治水法の成立過程において再定義されていくことになる。だが，連邦議会にお
ける治水予算の審議は，水資源をめぐる利害を相互に調整することなく成立してしまう。このため，
戦後のアメリカでは連邦治水法のもとで無秩序な河川開発を横行させてしまい，近年では 1993 年の
ミシシッピ川大洪水を招く結果となったのである。 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、19 世紀前半から 20 世紀前半にかけての、アメリカ中西部（イリノイ、インディアナ、
オハイオ、ミズーリなどの諸州）における運河建設と運営をめぐる諸問題を、水資源開発（輸送・水
力・都市衛生・治水）という視角から明らかにしようとした研究である。 
 本論文の構成は、大きく二部に分かれる。第１部（三つの章からなる）は、こうした移行期の、し
かもブームが去って州財政が破綻した後の運河建設・経営に焦点をあてることで、新たにいくつかの
重要な史実と論点を明らかにしている。すなわち、第 1 に、従来運河建設・経営の主体とされた州
政府からトラスト型の民間企業に移行したこと、こうした建設・運営主体の変更を促した要因として、
第 2 に、中西部ではこの時代もなお運河が鉄道と並んで、後背地と大都市を結ぶ内部開発の重要な
基盤であり続けたこと、そして第 3 に、運河建設資金を増税ではなく外国資本に依拠する手法とし
て「トラスト」型民営運河の形態が選択されたことである。 
第２部は、「運河開発から『多目的』河川開発への再編」と題され、二つの章からなる。ここでは、
イリノイ州の運河事業が取り上げられ、筆者が新しい視点として提起した水資源開発の諸要素のうち、
「衛生」（第４章）と「治水」（第５章）の二つの主題がそれぞれ論じられている。「衛生」を論じた
第４章では、シカゴの汚水処理事業と後背地の輸送・発電事業との間の諸利害が複雑に絡み合いなが
ら運河経営が行なわれたことが明らかにされた。また、「治水」を論じた第５章では、州政府から土
地の無償払下げや徴税権・特別区債発行権を付与された湿地開拓会社が運河流域で無秩序に堤防建設
を行い、それがシカゴ衛生区による排水量の増加と重なることで河川氾濫被害を拡大し、連邦政府に
よる規制と資金援助に結びついたことが明らかにされている。 
なお、それら二つの部を挟んで、序章と終章が付されている。序章では、問題設定と研究史の整理
と論評が手際よくなされ、終章では、全体の総括がなされている。 
本論文は、これまでの研究史に対して、評者の考えるところでは、三つの点で独自の貢献を行なっ
ていると思われる。第一に、これまでの 19 世紀アメリカの運河に関する経済史研究は、19 世紀中葉
以降に加速する鉄道建設によって可能となる交通革命の「前史」としてのみ取り扱われ、19 世紀後
半以降に、運河のより広義に水資源利用として果たした役割が正当に評価されてこなかった。本論文
は、当該地域における運河建設・利用を水資源開発という観点から、19 世紀前半のみならず 20 世紀
前半まで視野に入れて論じたものである。本稿の第二の貢献は、先行研究の一部が明らかにしてきた
こと（自由放任的なアメリカ資本主義像を相対化する視角）に沿いつつ、運河は、基本的には私益と
公益のバランスが図られながら建設されたことを明らかにしたことにあるが、具体的には諸利害（輸
送・水力・都市衛生・治水）の対立を描くことによって、よりダイナミックにその点を示した。第三
に挙げられるのは、交通革命論の一環としてこれまで経済史研究の中で論じられてきた運河の問題が、
新しい視角として、環境史（environmental history）的視野を加えて論じられることにより、全く
新しい歴史像が提起されたと言いうる。本論文は、このような意味で、我が国のアメリカ経済史研究
に新風を吹き込むような視点を提供し、しかも実証的な作業も十分にこなしているという点で、学界
への貢献は少なからずあると思われる。 
 以上により、提出論文は経済学博士の授与に値するものと認めるものである。 
 
 
